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要　旨
　食糧法制定から二十年余、デフレ下さらにはグロバール化が進展するもとで、米の業界は大き
な再編期を迎えている。同時に、米消費減少に歯止めがかからず米生産額はピーク時の84年の
半分以下となった。その要因は米価格の低下と消費減によるものである。家計での購入額では、
コメがパンやめん類と比較しても一人負けであるとともに、コメの中食、サービス化が進展して
いる。さらに、コメに対する消費者ニーズは、価格志向を強めており、購入価格帯は年々低下価
格帯へ移行している。さらに、コメの購入金額は、上方硬直的となっており、23 〜 24年での価
格上昇は、消費量減につながる可能性がある。消費者の米購入先は食糧法制定以降のトレンドで
ある量販店を中心からネット販売やDS・ドラッグストアの増加という新たな動きが表れている。
米消費での外食・中食需要の増加と消費者の購入行動の変化のもとで、大手卸は、取扱シェアの
拡大と業務内容を変化させている。同時に、大手卸は商社や量販店等の資本・業務提携を強め、
海外戦略を開始している。さらに、大手商社はグロバール戦略のもとでの海外での穀物事業拡大
や食品卸の再編を通じて、国内のコメ事業にも大手卸への資本出資、事業提携を通じて本格化し
ている。以上のなかで、全農を中心共販体制を維持してきた産地の米流通にも大手卸、商社と農
協直販、その他業者による流通が生産者直売ともに大きな影響力をもつにいたった。そして、従
来までは新潟コシヒカリを頂点とし、品質評価や需要に応じた産地・銘柄別の価格形成がされて
きた。最近では商社を頂点とする卸売業者、量販店、外食産業等の業務提携とそれに対応した産
地での播種前等の契約栽培の進展により、各産地・銘柄単位での独自の需給が形成され、全体需
給とともに銘柄別需給が各年産の価格に影響を与える時代に移っている。
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Summary
　　It has passed more than 20 years ago since the Staple Food Act was established. Amid 
deflation and expanding globalization, the rice industry has been into a significant restructuring 
period. Rice consumption continues to decrease and rice production also has decreased to less 
than half of the peak in 1984 due to declines of rice price and rice consumption. Out of the 
household budget, the purchase amount of rice is much lower than those of bread and noodle 
and use of ready-made meal or cooked rice service has spread. In addition, the consumer needs 
for rice has become more price-sensitive and the price range has gone down year by year. In 
turn, the purchase price of rice is upward rigid and the price increase in 2011 and 2012 may 
lead to decrease in rice consumption. While purchase of rice in volume retailers has been trend 
for consumers since establishment of the Staple Food Act, there is a further movement that 
increased consumers purchase rice online or in discount stores or drug stores. In terms of rice 
consumption, increased demand of eating-out and ready-to meal and changes in consumers’ 
purchasing behaviors has allowed major wholesalers to increase the shares of rice business and 
change the business content. Those major wholesalers also have strengthened a capital and 
business alliance with trading companies and volume retailers to launch overseas strategies. In 
turn, major trading companies, which have expanded overseas staple food business as one of the 
global strategies and experienced restructuring of food wholesalers, have begun a full-scale 
process for making inroads to domestic rice business through capital injection to and business 
alliance with major wholesalers. Consequently, the change in rice distribution channels to those 
through major wholesalers and trading companies and direct sales by agricultural cooperatives 
and producers have had a great impact on the existing cooperative distribution and sales system 
of rice at origins which the National Federation of Agricultural Cooperative Associations had a 
central role so far. And quality evaluation, origin-wise or brand-wise price formation appropriate 
to demand, which has Niigata Koshihikari rice as the top, business alliance between trading 
companies and wholesalers, volume retailers and food-service industry and progress in contract 
culture at origins have led to form individual origin-wise and brand-wise demands. It is the time 
that not only the whole demand but brand-wise demand may have an impact on the rice price of 
each year.
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１．米消費減と消費形態の変化
　食糧法制定から二十年余を経て、デフレ下のもとで、米消費と流通は新たな再編期を迎えてい
る。2010年の米の組生産額は、価格低下と米消費減によって、84年対比の48％に減少した。さ
らに、2011年度は、家計での米消費において、歴史的な年となった。総務省家計費調査によると、
コメの年間支出額は、前年比1182円、4.1％減の２万7428万円であり、パンの支出額の２万
8318円（141円、0.5％増）を調査史上、初めて下回った。また、麺類の購入金額は1.0％増の
１万8234万円である。コメの購入量は前年比2.44㎏、2.9％減の80.57㎏であり、パンが0.4％減
の45.26㎏、麺類が0.2％減の36.93㎏である。一方、コンビニエンスストアとスーパーでの弁当
支払額は、１万3411万円で、過去最高を更新し、調理食品が全体の12％を占めている。また、
レトルト米飯が３割増、パック詰めご飯が４割増である。ところて、食料支出は１月当たり5万
8374円で横ばいとなっている。
　10年前に比べると、コメは数量では16.72㎏、17.5％減であり、購入金額では１万0865円で、
28.4％減、パンが数量で20.7％増、金額で7.4％増、麺類が数量で5.6％増、金額で0.8％減である。
　家庭での米消費の減少状況に改めて整理する。家庭での１人当たり米購入数量は1990年の35
㎏から2009年28㎏へ28％減である。購入単価は90年の456円から2008年には358円の28％減
であり、したがって、家庭での購入金額は2008年には90年の48％減であり、2011年には55％
減となっている。
　以上のように、デフレ、高齢化の進展のもとで、家計での食料支出は横ばいないし微減である
が、中食や加工食品が増加する一方、コメのみが購入量と購入金額が減少しており、パンやめん
類が購入数量や購入金額を増加ないし横ばいであり、一人負けの状態にある。以上の家庭での米
消費、購入金額の大幅に減少した背景には、消費者の米に対するニーズの変化と流通の変化があ
る。
購入価格帯の低価格化と購入金額の上方硬直性
　消費者の米に対する選択行動も価格志向を強めており、購入価格帯も低下傾向にある。
　農水省調査によると、米の購入価格帯は、10㎏当たり4000円以上から3000円未満へ急速に
シフトしている。2000年の購入価格帯は、4500円以上が33％、3000円未満が13％であったが、
2008年には、4500円以上が18％に減少し、2500円未満が24％、3000円未満が44％へと半数
を占めるに至った。
　さらに、JC総研の調査によると、2009年では、3000円未満が14.9％、3000 〜 3400円が
20.8％、4000円未満が63.3％であり、2010年では、3000円未満が19.5％、3000 〜 3400円が
24.5％、4000円未満が、64.6％となっている。つまり、3000円未満が２割、４千円未満が６割
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となり、かつての低価格帯といわれた価格帯が主流となった。
　2011年になると、東日本大震災と原発の被害及び戸別所得補償制度の導入による需給ギャッ
プの緩和により卸売段階の価格が上昇したが、消費者の購入価格はやや持ち直した程度となって
いる。2011年では、3000円未満が12.8％、3000 〜 3400円が21.5％、4000円未満が、61.3％
であり、2009年と同じ程度の水準にとどまった。
　ところで、2011年は2010年に比べて、価格が上昇したが、それへの消費者の対応をみると、
５㎏当たり100円以下の値上がりの場合には、82.2％〜 84％の人が「ランクと量が変わらない」
であり、「10％」程度がわからないであり、殆ど購入行動に変化が生じない。100円から200円
上昇した場合には、67.0 〜 69.8％が「ランクと量が変わらない」であり、14 〜 15％が「わか
らない」、「9.6 〜 11.4％」が「ランクを下げて量を変えない」、５％が「量を減らす」となって
いる。201 〜 300円上昇した場合には、「ランク、量とも変わらない」が42.2％は半分以下となり、
「ランクを下げて量をかえない」が23.9％、「ランクを変えず量を減らす」が10.1％、「ランクを
下げ量を減らす」が2.5％、「わからない」が21.3％となっている。以上のように、５㎏当たり
100円以下の値上がりの場合には、米の品質、価格の購入行動に変化が生じないが、201 〜 300
円上昇した場合に、購入パターンを変化させない層と購入金額（単価）を変えない層とに二分さ
れる。
　さらに、301 〜 400円になると、「ランクと量が変わらない」が25.0％に減少し、「ランクを
下げて量をかえない」が34.0％の第一位となり、「ランクを変えず量を減らす」が9.4％、「ラン
クを下げ量を減らす」が5.9％となっている。301円以上の上昇した場合には、購入パターンを
維持するのは1/4程度であり、「量を変えない」で、購入金額を維持するが第一位となり、「量を
減らす」ことによって、購入金額を維持する動きとに分かれる。
　なお、米の価格が下がった場合には、「量もランクも変えない」が100円以下の場合には、
80.6％、「100 〜 200円」の場合には75.0％、200 〜 300円の場合には66.3％となっている。「価
格が下がった」場合でも、ランクをあげるとか量を増やす例が少数となっている。以上の価格の
上昇、下落への対応をみると、「ランクと量が変わらない」という購入パターンが保守的である
とともに購入金額の上方硬直性にあるといえよう。
　ところで、米を購入する際の留意点は、08年では、価格帯が60.7％、産地が33.6％、品種が
49.2％であり、12年では、価格帯が69.2％、産地が20.2％、品種が18.4％となっている。なお、
産地は、08年より年々低下傾向にあったが、11年の15.9％から4.3ポイント上昇したが、福島原
発事故の影響があったと推測される。デフレや所得減等の影響により価格帯が圧倒的に第一位で
あり、逆に、産地、品種が大幅に低下している。
　以上のように、消費者の米に対する志向は価格志向を強めており、購入単価が低下するととも
に購入金額では上方硬直性が強まっている。
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２．購入先でのネット、DSの増加、価格志向の強まり
　消費者の購入先は、スーパーが中心であり、生協、生産者直売が続いていたが、近年、購入先
に変化が生じている。JC総研の調査によると、09年の購入先第一位は、スーパーが43.6％、生
産者直売が15.0％、生協が8.2％、米屋が5.1％、ネットが2.1％、DSが1.8％であり、生産者無償
が16.1％である。
　ところが、12年になると、スーパーが42.3％、マイナス1.3ポイント、生産者直売が13.7％、
マイナス1.3ポイント、生協が7.1％、マイナス0.9ポイント、米屋が3.0％、マイナス2.1ポイント、
ネットが8.3％、6.1ポイント増、DSが2.1％、0.8ポイント増、生産者無償が18.9％、2.8ポイン
ト増である。
　また、「米穀機構23.4 〜 24.3」では、スーパーが45.9％、生協8.6％、生産者直売が6.8％、ネッ
トショップ6.4％、DSが4.2％、ドラッグストアが3.7％、米屋が3.8％、生産者無償が23.5％であ
る。
　ネットショップでの購入は、JC総研の調査によると、全体で13.9％であり、各種調査による、
この一年間で、「楽天市場」が28％増、「ヤフー」が35％増といずれも大幅な増となっている。
アマゾンは、22年９月米販売開始以来、24年１〜８月の販売金額が前年比３倍増である。
　JC総研の調査によると、ネットでの販売の理由は、主婦では第一位は、「重いものを持たなく
て済む」の83.9％であり、次いで、「色々な価格帯を選択できる」が38.3％、「色々な種類の選
択できる」が35.9％、「特定の産地・銘柄や農家の米を変える」が22.4％となっている。配達と
消費者ニーズに幅広い選択が可能な点がネットが増大の要因となっている。
　また、POSデーターによると、食品スーパーの販売金額は24年８月までの累計で前年比87％
であり、24年６月の米穀販売協同組合の調査によると62％のスーパーが販売数量を減少させて
いる。生産者直売もやや減少しているが、ネット販売や直売所での販売に代替えしていると推測
される。ネット販売では、生産者名等を幅広く選択できることが販売戦略となっており、生産者
直売所での米販売も生産者名入りが一つの方法となっている。
　以上のように、09年から12年にかけて、スーパー、生協、米屋が減少傾向にあり、ネット販
売やDS・ドラッグストアが増加しており、両者が生協に匹敵する消費者の購入先となった。以
上の動きを整理すると、価格志向が強まっているが、一方では「こだわり」が根強いことを示し
ている。同時に、消費者の米購入先は食糧法制定以降のトレンドである量販店を中心からネット
販売やDS・ドラッグストアの増加という新たな動きが表れている。
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３．商社、大手卸、量販店、外食・中食の資本・業務提携の進展
　米消費での外食・中食需要の増加と消費者の購入行動の変化のもとで、大手卸は、取扱シェア
の拡大と業務内容を変化させている。同時に、商社や量販店等の資本・業務提携を強め、海外戦
略を開始している。
　まず、2007年の農水省調査によると、年間取扱数量５万ｔ以上の卸が20社（全卸の８％）が
約60％の取扱シェアを占めていた。米穀機構の調査によると、22年度になると、売上高100億
円以上の19社（13％）が取扱数量シェアで63％を占めていた。さらに、米取扱数量90％以上・
売上高100億円以上の専業卸11社の平均取扱数量は13万1830ｔであり、前年比5.2％増となっ
ている。2011年度になると、コメ取扱率90％以上の専業10卸も加えた売上高100億円以上の大
手18社（13％）の販売数量シェアでは64％（売上高ベース62％）と、卸数が１社減少している
が、販売数量シェアでは１ポイント上昇している。以上のように、全国的に米消費が減少し、生
産者直売等の流通ルートが多様化している中で、大手卸は取扱数量を着実に拡大している。
　そこで、大手卸である神明、木徳神糧、ヤマタネの動きをみる。まず、神明は、2011年３月
期決算では、米取扱数量55万７千ｔ（前年比9.7％増）うち精米30万５千ｔ（６％増）、玄米が
21万５千ｔ（11％増）、加工用米等が3万7千であった。2012年３月期決算では、米取扱数量が
54万７千ｔ（1.8％減）、精米販売が29万３千ｔ（4.3％減）、玄米が22万２千ｔ（3.3％増）、加
工用米等が３万２千となっている。３年間の推移をみると、精米の販売数量は横ばいであるが、
売上高は２年連続が減少し、2010年３月に比べ4.3％減である。一方、他卸や米専門店等への販
売である玄米販売は２年連続増加しており、対精米販売比76％となっている。精米販売での売
上高が減少は、家庭での購入単価の低下や外食・中食用でも価格要求が強まっており、全農経由
の米販売数量が減少しているためである。そのため、神明では、「全国に確立した仕入れルート
を駆使し、銘柄米品揃え」（2011年方針）「産地業者、農協との取引拡大、加工用米や新規需要
米の確保」（2012年方針）と仕入れルートの多様化と精米以外の部門を目指している。さらに、
杵屋と元気寿司と業務提携し、無菌包装米飯工場を建設する等、外食、中食産業への本格的な進
出を開始した。とくに、回転寿司との業務提携を強め、本格的に原料米の開発と供給を開始する
予定である。さらに、輸出でも香港に子会社を設立し、米輸出量は1100ｔとなっており、アメ
リカ、香港ではいる。
　木徳神糧では、米の売上高が2006年762億円から2009年の852億円ヘ24％増であったが、価
格低下と精米販売の減少により2011年には810億円へ減少した。2011年１〜 12月期決算では、
玄米が11万9991千ｔ（前期比7.2％増）、精米が29万2996ｔ（14.0％増）前期比11.9％増と販
売数量が大幅に増加したが、販売単価は玄米が204.4円／㎏（前期比7.6％安）、精米が前期比
192.3円／㎏（15.3％安）と販売単価が低下し、その結果売上高が減少した。注目すべき点は、
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2011年では、精米の販売単価が大幅に低下し、玄米よりも低い水準となった点である。精米の
販売単価が低下したのは、主な売り先である量販店と外食・中食業界の競争が激しい上に、消費
者の低価格米志向と原料米に対する価格要求が強まっているためと推測される。一方、玄米販売
は、卸間販売が主としており、中小卸の不足する銘柄米等を対象としているため、販売単価の低
下が小さくなったと推測される。
　木徳神糧の決算報告書によると、「米穀事業で国産精米の販売が低調だったが、MA米の販売拡
大や卸間玄米販売の強化により販売数量が増加した。消費者の節約志向が強まり、卸価格が大幅
に下落して売上高は減少した」（2009年）「米穀事業は、震災混乱や消費減により精米販売が前
年並み、MA米の取扱拡大や玄米販売の堅調さによって、販売数量は大幅に増加した。22年産米
の当初の安値が販売価格の低下招き、売上高は低下した」。以上のように、精米販売での価格低
下と伸び悩み、さらに利益率の低下を玄米販売とMA米や新規需要米でカバーしている。国内で
の米需要の低迷のもとで、ベトナムを拠点とした海外における米ビジネスを拡大し、中国、米国、
マレーシア、シンガポールへ輸出している。その内容も国産米を1500ｔ程度に拡大するととも
に米の３国間貿易も開始した。
　以上の二つの大手卸は、量販店、外食向けの精米販売は、価格低下と数量減に直面しており、
他卸等への玄米販売、加工用米等の新規需要米さらにMA米の販売増でカバーしている。さらに、
米消費の減少傾向のもとで、外食、米関連食品、輸出（海外事業）等への新たな事業展開を模索
している。
　（注）ヤマタネも2010年決算では同様の傾向にある。量販店向け精米販売７万６千ｔ（3.4％減）、
一般小売店、他卸への販売３万５千（24.9％増）11万２千玄米ｔ、4.8％増、277億2400万円で
ある。
　事業内容の変化とともに、商社や系列の量販店、外食・中食産業との資本、業務提携を強めて
いる。まず、神明と木徳は１億円ずつ（約３％）株の持ち合いを行うとともに配送面での事業提
携を開始した。
　さらに、大手商社は、グロバール化を見据えた食品卸業界の再編と穀物の海外展開のなかで国
内米に対して、大手卸と資本、業務提携を推進している。三菱商事は、神明に対して15％の資
本出資を行うとともに業務提携を結び、ミツハシへは20％の資本出資を行うとともに役員（社長）
を派遣している。食品卸では菱食を中心に系列４社を統合し、三菱食品卸を誕生させた。三菱食
品卸は、事業高２兆15億円であり、業界１位となった。
　丸紅は、全農と業務提携を昨年より実施したが、平成18年にミツハシ・丸紅ライス（丸紅
51％出資、精米工場と丸紅で精米販売）により、量販店や外食への精米販売を行っている。さ
らに、食糧法制定時において、ダイエーと戦略的業務提携を行うとともにいちかわアクトと無菌
疱瘡米飯で業務提携を行っている。2009年現在、国内産米12万５千ｔ（うち加工用１万ｔ）で
あり、MA米は10万ｔであり、タイ米（泡盛用）等を輸入し、カンボジアの最大の精米工場とも
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提携している。
　伊藤忠は、伊藤忠食糧販売と伊藤忠ライスと統合し、2010年度の売上高は1003億円規模とな
り、木徳神糧の1007億円規模となり、将来、日本トップをめざす。さらに、伊藤忠は伊藤忠食
品等は日本アクセス（１兆58億円）へ統合する計画であり、統合されれば、三菱食品に肩をな
らべる。住友商事も、日本の農家と提携し外食産業等へ５万ｔの米を販売している。
　以上のように、商社は、米のみならず国内の食品卸・流通に本格的な進出と再編にのりだして
いる。のみならず、グロバール化に視野いれた国際的な穀物市場に積極的に展開を開始した。国
際戦略と業界再編と連動した商社・米卸・量販店・外食産業との資本・業務提携の動きは、全農
を中心とした産地の米流通や農協共販にも影響を与えている。
（注）丸紅は、米国の穀物第３位のガビロン（ネブラスカ州、年間穀物取扱数量約2000万ｔ）を
買収予定。丸紅の2011年穀物取扱量は約2200万ｔで世界穀物メジャー５社に次ぐ地位にある。
今後、4000万ｔ超となり、トップのカーギル3500万ｔを超える。中国等においても業務を積極
的に展開している。中国シノグレインと飼料大手山東六和集団と大型飼料工場と搾油工場を建設
する。
　三井物産は、ブラジルで子会社を通じて、23区の２倍の11万haの農地を所有し、大豆等を生
産する。さらに、ブラジルの農事会社を買収し、穀物、大豆のアジア輸出を開始した。その他の
大手商社も、買収、提携等を通じて、積極的な穀物の海外事業を拡大している。
４．産地での単協直売の増加と全農共販の減少
−全農共販の空洞化と新たな対応
　この間の産地での米流通の変化は、第一に、単協直売が増加し、全農共販が減少していること
及び、第二に、生協、外食、量販店の一部との播種前契約等の契約栽培が増加していることに特
徴がある。
　産地では全般的には、農協のシェアが低下しているなかで、単協直売が増加している。2004
年産と10年産とを比較すると、04年産の生産量は872万ｔであり、出荷・販売が636万ｔ（72.9％）
であったが、出荷販売のうち農協へは390万ｔ（44.7％）で販売・委託が350万ｔ（40.1％）、
農協直売が40万ｔ（4.6％）全集連が20万ｔ、生産者直売等が229万ｔ（25.9％）であった。22
年産になると、生産量が848万ｔ、出荷・販売が592万ｔ（69.3％）うち農協が369万ｔ（43.5％）、
販売委託が285万ｔ（33.6％）、農協直売が84万ｔ（9.9％）、全集連が21万ｔ（2.5％）、生産者
直売等が202万ｔ（23.8％）である。両年を比較すると、全農への販売委託が65万ｔ減でシェ
アで6.5ポイント減であり、農協直売が44万ｔ増、シェアで5.3ポイント増となっている。一方、
生産者直売等は200万ｔ前後（うちその他が約50万ｔ）で横ばいに推移している。
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　83万ｔの単協直売と数十万ｔ程度のその他（全農、全集連以外）との合計は、年間130万ｔ
程度に拡大しており、それらは大手卸、商社を経由する流通であることに特徴がある。つまり、
単協直売とその他の増加は、全農による農協共販や生産者直売とは異なる大手卸、商社経由での
量販店、外食産業への販売が増加していることを示している。この点について、神明は、全農と
は別に全国に確立した仕入れルートを活用しており、木徳も仕入れ政策の変更による利益の確保
を具体的に延べている。この点について、「全中は総合商社による産地の囲い込みなどの流通が
変化し、JAグループの集荷、とくに全農への出荷数量が顕著に減少している」と指摘している。
　農協への集荷数量のうち連合会出荷米は、94年産米　738万ｔ（連合会出荷米）62％、から
04年産では363万ｔ、10年産293万ｔ、11年産米267万ｔ、33％へ低下している。
　その結果、全農の米穀取扱金額は、2006年の１兆83億円から07年の9387億、08年7027億、
09年7294億、10年の7415億円へ５年間で73.5％へ低下した。したがって、生産者直売を除くと、
約260万ｔが全農共販であり、約130万ｔが単協、その他業者経由で卸、商社への販売とに分化
した。
　以上を踏まえて、全農は、全農共計を中心とする集荷・販売の弾力化を11年産より実施する。
11年産では、県域共同計算を基本としつつ委託非共計、買取など多様な集荷を行うこととした。
11年産では、委託非共計が12万２千ｔ、買取が５万２千ｔであり、地域毎の多様な集荷収穫前
契約が46万7千ｔとなっている。さらに、12年産販売先別販売計画を提示するなどJA別出荷目
標数量を設定するとともに、販売先の合意が得られるものは、JA・全農・販売先による播種前
契約（実需者を含む４者契約）を推進することとした。さらに、共計運営では共計区分の細分化、
費用共計、時期別概算金などを設定することとした。
　そこで、全農は、07年産より導入した播種前契約・複数年契約を11年産米より本格的に推進し、
90.5万ｔまでに拡大し、12年産米では108万ｔに達している。全農の方式は、単協、販売先と
全農による３〜４者契約であり、数量と価格を決定する。しかし、需給実勢に応じて、出来秋に
５〜 20％の価格調整するものとしている。全農の播種前契約・複数年契約の相手は米穀卸が中
心であり、スーパー等の実需者との契約は部分的となっていく。
　一方、ホクレンは、早期契約や収穫前契約を早期に取組、11年産で新潟県本部の11万ｔ、宮
城の10万ｔに対し、21万ｔとなっている。さらに、12年産では集荷数量39万ｔのうち、早期契
約が４割の15万２千ｔであり、収穫前契約が２割の７万４千ｔの合計６割に達している。ホク
レンの方式は、単協と販売先との２者契約（数量と価格）をホクレンが事後的に承認するもので
ある。事後承認とは、２者契約の数量と価格を、ホクレンの販売戦略と需給実勢とを勘案して調
整するものである。ホクレンの早期契約や収穫前契約は、生協や外食産業との契約取引の色彩が
強くなっており、価格変動幅は５％前後となっている。
　以上の播種前契約や事前契約は、一種の契約取引であり、実需者としては、希望する産地・銘
柄を安定的に確保するメリットがある。そのことによって、事前に契約した産地・銘柄を販路拡
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大に結びつけることが可能となる。一つの例は、生協の米販売である。12年度の上位73生協の
うち47生協が産直米を取扱っており、その数量は11万17百ｔで、産直比率は73％（４年前
40％）である。産直米の仕入価格は、年間契約が主流である。さらに、収穫米に前に組合員が
年間予約する「予約登録米」は、47生協で41万41万4000軒、年間供給高103億8000万円である。
生協連の米供給量と予約登録米の推移をみると、09年度２万6443精米ｔうち予約登録米が
35.8％、10年度２万6705精米ｔうち予約登録米が39.3％、11年度が２万6621精米ｔうち予約
登録米が41.9％であり、米供給量が横ばいであるが、予約登録米のシェアが増大している。また、
パルシステム生協連は、12年産予約登録米の登録者数が前年比6.1％増の16万3119人、１万
5505精米ｔであり、17年度５万９千人から７年間で3.1倍に増加している。生協の米販売は、
販売競争の激化のもとで、播種前契約等の事前契約を活用した予約登録米によるコダワリ・安定
販売となっている。
　産地にとっても、販路と価格を事前に固定することによって、出来秋以降の相対取引の数量を
絞り込むことが可能となる。そのことによって、相対取引の数量が縮小し、そのことによって、
価格水準の維持を目指そうとするものである。事実、需給が均衡した11年産や12年産の11月ま
では、相対取引での価格水準の維持に貢献している。ホクレンでの播種前契約等の事前契約は
１万４千5百前後であり、11年産の出来秋の相対取引価格よりも500 〜 1000円程度、高い水準
となっている。しかし、需給が逼迫し、価格が上昇した場合には、予約登録米の価格メリットが
充分に確保でき
（注）
なくなる。事実、12年産米の場合、２月以降、相対価格が上昇し、１万4500万
に上昇し、予約登録米の価格水準と同程度となり、価格メリットが確保できなくなったが安定的
な販路確保が可能となった。以上のように、需給によって、価格が大きく変化するもとで、実需
者にとっても産地にとっても播種前契約等の事前契約は、価格と販路の安定というメリットを
もっている。
　（注）小池晴伴「系統農協の米共同販売における早期契約の意義と問題点」『農業経済研究』
相対価格の動向と銘柄間価格差の縮小
　家計での購入単価は90年から2008年まで28％も低下しているように、米価の低落が続いてい
た。最近の平均相対取引価格の推移をみると、05年産が16048円、06年産が15204円、08年産
が15148円から09年産14370円、10年産の12711円へ低下したが、震災による風評被害、過剰
作付により、11年産の15212円へ上昇し、12年産米の相対価格も、作況指数が102にも係わら
ず10月の平均では16579円に上昇している。また、新潟コシヒカリときらら397の価格差も05
年産が6000円、06年産が5449円と大きな差があり、その中間に各産地・銘柄が北陸コシヒカリ、
東北アキタコマラ、ひとめぼれ等が一定の価格差のもとで形成されていた。
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　　相対取引　　　新潟　　   北海道
年産 価格 コシヒカリ きらら397 価格差 雑米未検 関東コシ 価格差（60㎏円）
05 16048 11000 14000 3000
06 15204 18272 12823 5449 12200 14200 2000
07 14183 16390 13133 3167 11600 12700 1100
08 15148 17166 13722 3444 13100 14100 1000
09 14370 16286 13669 2617 12000 13200 1200
10 12711 15653 11169 4457 8900 12000 3000
11 15212 18178 13804 4374 13200 14700 1500
12 16578 18480 15350 3130 14600 15400 800
農水省資料および雑米未検査、関東コシヒカリは商経バイス（24年10月１日）
　ところが、06年産以降になると、価格差が縮小するとともに2617円から4457円の間を移動
している。新潟コシヒカリは、07 〜 10年産になると、約2000 〜 2500円程度、低下したが、
北海道きらら397は10年産を例外として18年産よりも上昇している。さらに、北海道きらら
397は、青森米と同一水準となり、東北アキタコマチ、ひとめぼれに近づいた。さらに、関東コ
シヒカリと関東雑米（未検米）をみると、06年産以前では、2000 〜 3000円程度の価格差が生
じていたが、07年産以降、800 〜 3000円の間を移動し、全体的には800 〜 1500円の縮小して
いる。
　以上の動きを整理すると、新潟コシヒカリと北海道米、関東雑米等の最低価格との間での価格
差が縮小するとともに、価格差の変動が激しくなっている。さらに、北海道米が青森米を上回る
水準となり、東北のアキタコマチ、ヒトメボレとの価格差が大幅に縮小した。以上の価格形成の
変化をみると、かつての新潟コシヒカリを頂点とし、品質評価や需要に応じた産地・銘柄別の価
格差が形成され、需給変動による価格変動も産地・銘柄別価格秩序が維持されてきた。ところが、
消費者の低価格志向及び商社を頂点とする卸売業者、量販店、外食産業等の業務提携とそれに対
応した産地での播種前等の契約栽培の進展により、各産地・銘柄単位での独自の需給が形成され、
全体需給とともに銘柄別需給が各年産の価格に影響を与える時代に移っている。そのなかで、消
費者や実需者の低価格米志向を反映して低価格米が上昇し、新潟コシヒカリ等の「銘柄米」が低
下傾向にある。
　以上のように、食糧法制定から二十年余を経て、消費段階では量販店、外食産業、中食産業が
米の流通の主流に変化したが、米穀卸と全農が中間流通を担ってきた。消費段階でもネット販売、
DS、ドラッグストア、直売所という新しい担い手が定着した。同時に、中間流通を担っていた
大手卸は商社・量販店・外食産業との資本・業務提携を強めるとともに外食産業や海外戦略を本
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格化している。その動きは、商社による穀物の海外戦略の新たな展開と食品卸の再編と連動して
いる。消費段階および中間流通の変化に対応して、全農共販の低下と大手卸と単協、その他取引
が拡大している。そのことが、農協共販において契約取引の拡大を促進するとともに価格形成に
おいても、新潟コシヒカリを頂点とする産地・銘柄別の価格秩序が揺らぎ、契約取引や安定取引
を通じた、各産地・銘柄別の需給変動による価格形成に変化を遂げている。食糧法制定以降10
年間が米流通・価格形成の変化の第一段階であるとしたら、この数年は第二段階に突入したとい
える。それは、商社を含めた食品業界のデフレ対応であるとともにグロバール戦略に対応したも
のである。
 （よしだ　としゆき・高崎経済大学地域政策学部教授）
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